
 

感染者発生店舗等の営業再開に向けた対応について 
※これは一般的な流れを示したものであり、実際は状況に応じて事例毎に 
個別判断して対応することとなります。 
 
 

感 染 者 の 発 生 

↓ 
 

【１ 店舗の特定と現地調査】 
・県は、不特定多数が利用し、かつクラスターが発生またはクラスターへ 

の発展が懸念される店舗について、当該店舗で感染が拡大した可能性を 

調査のうえ、本対応の対象事案とするか否かを判断する。 

・県は感染症法に基づく積極的疫学調査及び感染防止対策の状況に関する調 

査のため、市と協力のうえ現地調査を実施する。 

 
【２ 休業協力要請】 
・現地調査で、不十分な感染防止対策のまま営業していることが確認された 

 場合は、県及び市は、当該店舗に対し自主的な休業を協力要請する。なお、

要請に応じない場合、当該事案の重大性を考慮のうえ、県は新型インフル

エンザ等対策特別措置法に基づく休業協力要請を行う場合がある。 

 
【３ 店名公表】 
・感染者に接触した者を把握できないなど感染拡大の恐れが高い場合、店舗

利用者や関係者に感染者発生の情報を伝え、感染拡大を防止することを目

的に、県及び市は当該店舗に対し自主的な店名公表を要請する。なお要請

に応じない場合、当該事案の重大性を考慮のうえ、県は感染症法に基づく

店名公表を行う場合がある。 

 
【４ 感染防止対策の実施と確認】 
・営業再開する店舗は、県行動指針や業界別ガイドラインに沿ったマニュア

ルを作成・提出、県及び市町村と調整し、県は有識者からの意見を参考に

再開を判断する。 
・県及び市町村は、営業再開前に現地調査により確認し、県が休業協力要請

を解除する。（営業再開後も現地調査により確認） 
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営 業 の 再 開 


